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電車線路設備耐震設計 

Seismic design of overhead contact line equipment 

 

1 適用範囲 

この規格は，電車線路設備を構成する電車線柱を対象として耐震設計の一般原則について規定する。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。この引用規格は，最新版(追補を含む。）を適用する。 

JIS E 2001 電車線路用語 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS E 2001 による。 

3.1 

電車線路設備 

トロリ線，ちょう架線，き電線などの線条類，線条類に附属する金具類，及び電車線柱，ビーム，電柱

基礎などの支持物を含む設備の総称 

注釈 1 帰線として用いられる走行レールは含まない。 

3.2 

電車線柱 

トロリ線，ちょう架線，き電線などの線条類，線条類に附属する金具類，及びこれらを支持するブラケ

ット，腕金，ビームなどを支持するためのコンクリート製，鋼材製などの支持物 

3.3 

断面力 

電車線路設備の部材のある断面に生じる内力 

注釈 1 例えば，せん断力，曲げモーメント，軸力。 

3.4 

構造物 

鉄道における列車を直接的，間接的に支持する，又は列車の走行空間を確保するための高架橋・橋りょ

う，盛土，切土などの人工の工作物 


